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ガイドラインJ (中間取りまとめ) {平成11年 3 月}，そしてつづいて発表された「環境会計シス
テムの確立に向けてJ (2000年報告) {平成12年 3 月〉が重要である。そしてさらに，これらの
解説書として， r環境会計ガイドフーック J {平成12年 3 月} ，最近の取り組みをまとめたものと
して， r環境会計ガイドブック II 一経営管理への更なる活用に向けた内部機能の検討J {平成13
年 3 月〉が公表されている。
このうち， r環境会計システムの確立に向けてJ (2000年報告)は，わが国の環境会計の発展・










この r2000年報告」の特徴は，上のうち， r環境保全効果J (物量単位)を最も本質的なもの
としている点にあり，これが環境問題・環境会計の原点であると考えられる。そしてさらに，
( 3 ) 阪智香著『環境会計論J 東京経済情報出版， 2001. 6参照。
( 4 ) 環境庁「環境会計システムの確立に向けて (2000年報告)J 平成12.3













い点については種々の問題点も指摘されているが，この rzooo年報告」は， r環境保全コスト J
の把握を基点として， r環境保全効果」の捕捉を第一目的とした点に，画期的な重要性をみるこ
とカfできるといえる。
















( 6 ) 山上達人「環境会計の視座を考える一対証券市場か市民社会か」奈具産業大学経営学部創設記
念論文集 (1999.12) 参照。
(7) 環境省「環境会計ガイドブック IIJ 参照。





























計J の面からみれば， r金額(貨幣)表示j が主要な測定単佐であり，地球環境問題把握のひと




告書との関係については， (表 1) 参照(環境省「環境会計ガイドフ申ック IIJ 16ページ)。




























側面をもっとともに，他方，その運動体「資本J としての側面をもっている。物量値 1 トン，


















部化J をその原点とする。すなわち， r環境公平性j の達成である。具体的には， r過去の環境
負荷 a (社会的費用)J と「現在の環境負荷 b (社会的費用)J とを比較し， r環境保全効果 c (aｭ





















(1) KPMG センチュリ一審査機構編『環境会計』東洋経済新報社， 2001. 3 
(12) 平井孝治「環境会計における費用効果対応の原則J 企業会計53/3 (2001.3) 










wr物量単住の共通単住化」の方向， (B) r環境保全効果の金額評価」の方向， (C) r環境保全










の「環境負荷統合指標J (AGE)，②宝酒造の「緑字J (ECO) などが有名である。アサヒビ









































あたりの「被害コスト J を乗じて金額換算する。あるいは， (b)環境汚染についての，市民の「支





(18) 環境省「環境会計ガイドブック IIJ 参照。





















さらに増加の傾向にある。そのなかでも， (a)N E C, (b)富士通などが有名であり，さらに各社
が開発・開示の方向にある。
この方向は， もちろん，環境会計のもつひとつの側面である投資家の立場，企業の損益計算





なお，この領域において， r経済効果」を， r環境コスト j・「環境保全効果」に包摂して， r環
境利益」を算出しようとする試みがある。原点をふまえての展開が肝要であるが，ひとつの考
え方といえる。周知のように， r環境保全対策に伴う経済効果j には，確実度の高い「実質的効
果J と推定的な「偶発的効果」がある。この提案は，基本的には， r環境保全コスト J と「環境
保全効果J <金額換算)を対比して「環境利益」を算出するのであるが，その場合， r環境保全
コスト」から「実質的効果J と， r偶発的効果」の一部 <r罰金・課徴金の回避額J) を差し引い
て， r純環境コスト」を算定する。他方， r環境保全効果j に， r偶発的効果j の一部 <r環境修






上で述べたように，この方法の特徴は，基本的には， r経済効果J のうち， r実質的効果」を
「環境保全コスト J の控除項目と考えることである。そしてついで， r経済効果j のうち， r偶
発的効果J の一部を，それぞれの性格によって， r環境保全コスト J の控除項目，あるいは「環






ので，具体的には， r環境関連指標J・「環境効率指標J と呼ばれている。事例としては， (a)富士
通， (b) リコーなどの例が有名である。すなわち，富士通においては，環境負荷改善率 (E 1 値)・








































































ことが肝要である。上のように， r生産性J 問題は，個別企業にあっては，絶えず「収益性J と
の二律背反として共存しており，このことは，環境会計にとってもそのままあてはまる。













(28) ロッキー・マウンテン研究所「ファクター 4J 参照。なお，宮崎修行著『統合的環境会計論』
創成社，平成13.11参照。











































1) r事業者の環境パフォーマンス指標J (2000年度版) 平成13年 2 月
「 同 J (意見募集のための草案) 平成12年10月
〈環境パフォーマンス(物量)指標の内容の提示》
2) r環境報告書ガイドラインJ (2000年度版) 平成13年 2 月
平成12年11月「 同 J (公開草案)
〈環境報告書作成の手引き〉






一経営管理への更なる活用に向けた内部機能の検討一 平成13年 3 月
〈環境会計の動向と三業種の研究報告，事例〉
「環境会計ガイドブック」 平成12年 3 月
(2000年報告と Q&A，事例〉
5) G R 1 r持続可能性報告のガイドラインJ




6) アメリカ環境庁「経営管理手法としての環境会計入門J 1995年 6 月








8) ドイツ環境省「環境原価計算ハンドブック J 1996年10月
〈環境コストの費目別・部門別・製品別の把握〉
9) その他
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